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ソ連における企業の合同化と
　　　　　　　ヘパ　　　　　　　　リ

ホ　ス　フ　ス　チ　ョ　ー　ト　（2）

一ホズラスチョートについての最近の諸見解の検討一一

1’I　JI　瑛　一

（1）

　ホズラスチョート制が計画経済とともに存在してきていることと関連し

て，これを経済学一ヒどのように位置づけるかという努力はすでに長い問おこ

なわれてきている。

　ホズラスチョート原則といわれるものがソビエト企業の不可欠の構成概念

であるということについては，わが国およびソ辿邦の経済学者の川に見解の

相違はないように思われる。

　前稿の最後の部分でホズラスチョートについてきわめて簡単に筆者の理解

を示しておいた。その要約は，必ずしもソ連学会およびわが国の研究音の問

における「通説」であるとか，「多数説」とかいったものでi・kない。

　ソ連邦科学アカデミー版「経済学教科書1（以下［r経済学教不こ！31：．I　L　III3す）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　い
におけるホズラスチョートの規定についてぱ，すでに批判的に杉努くしたこと

があるので，ここでは以一ドの論述の進行と関係する限りで，『経済学教科書』

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　じの
におけるホズラスチョートについての記述を整理すると，次のようになる。

　全人民的・国知勺所有にもとつく計画経済制度のもとにある企業のホズラ

スチョートは，

　（1）価値形態の利用と結びつけて社会主義企業を計画的に運営する形態で
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　　ある。

　（2）企業の支出と企業の経済活動の成果とを貨幣で比較し，企業単位の独

　　立採算を原則とする。

　（3）資金・資材を節約し，tl，1産の収益性を碓保する。

　（4）企業の経営業務ヒの自主性と日己の活動の結果に対して従業員集団を

　　物質的に刺激する。

　以一ヒのような諸特徴が列記されて5ったが，それら○「網羅的」に記述さ

れていたのでちって，体系的な規定とL『い得るものでになかった。政治経済

学的にほ，もちろん，望月教授が指摘しているようにホズラスチョートに，

「社会主義のもとでの商品二貨幣関係の存i’Eによって条件づけられる。つま

り社会k義のもとでの所有形：∴とそれによって規定される労働の特残ミ性が，

生産に際して物質的刺激を要ジ1ミし，交換に際して企業間の等価交換を要求す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ピロ　
るから企業のホズラスチョートが必要なのである」と，考えられていたであ

ろう。しかしながら，『経済学教科1｝］口を；ヒじめ多数説で日，商品．一貨幣関

係の存在の川由を主上して生産手段の所古が国’1ミだけでないというところに

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぽト求めていた。このこEについての批判1．］：すでにつくされているのでここで○

述べない。ともかく，その当時の多数説は，商品二貨幣関係の存在1の原因に

　　　　　　　　　　パついてo）説明が㌃：汐！j：1｝《」」でちったことヒ全く同じ理［hによって，ホズラス

チョートについての記述も羅列的で；～らざるを得なかった。したがって何が

ホズラスチョート原則を1：見己．i一るかについても述べられていなかった。もち

ろん，ホズラスチョートについてのこのような非体系灼な説明1：，ソ連の社

会じ｝ぱ≦済において，－5㍉三，三どのように日：置づiJるべきで5るかについ
ft；）

ての体系的説IY］　f」）欠如とも深く関係しているが，ここでに触れない。このよ

う六1”列刀説1り1でll：，企業がその経済活動において守るべき品原則について

1三、．己述しているが，何箒に守らな1おi∫ばな三ないのか，　また痔に，「守り得

る」のかについての経済学的説り］がされていないので，他の・荘要な諸力カテ

ゴリーについての説明と1司じく，菩者たちが，「かく方るべき一1であるとす
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る記述にとどまっていた。従って，1川了の当時にあっては，「最高原則」と

されていたポズラスチ：1一ト原則が，現在の時点では，「それは制限された

　　　　　　　け
ポズラスチョート」であった，上言わJi”Lることにもなる。

　以ドでば，近年，ホズラスチョートについて，ソ連の経済理論家がどのよ

うに現定しているかを杉察する。

注　’1　’！拙U「品済計算‘II」についての一杉察」，『立教経済』1j：：論叢』第1号；1967年，

　　　　pp．38～40

　　　；2”11〕　pp．43～51

　　3：｝　　’：2〕　p．46

　　　「4）　．3〕　p．12　　　，　〔4〕　Pp．136～137

　　　．5）　’31　p．12

　　6）　　「ソ連にお：ナる企業の合同1ヒとホズラスチョート山」，本誌第5巻第3号

　　p．－193の最後の行の指摘とこの問題については，本稿全体で部分的に答える。

　　　．7）　こ15二　p．，1　：5

（2）

　前述したヒうに，二経済学教科書」等では，結，lr乃のところ，企業i’i（社会主

義社会に．’iいては，「生産r｝封で5るとしても，「商．’1？1生産剤なのか，また

は，i｝iなる叩三陸単位」でちるのかが不明確であった。

　日㊨川－一　経済法貝IL，したがって，「指令’一一く篭済法則」という見i；1・1が明

：口に示ごれていたわ：ナではないが，現実に存在していた集権的・行攻的経済

指三と胤；山して，企茉は，ホズラスチョート諸原則によって運営される「べ

ご一1もの上規定されていた。

　モスクワ大学径済学；1’［∫《lll　1』政治経済学教程」（1970年1》（以’ド：’敦程』と

略ア）で∴，企業のホズラスチョート的運営の必然性1二k，「商品生権者」と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り
しての企業の存在と関辿しているという観点をとっている。

　「商品’ヒ産17」としての企業がとり結ぶ諸関係は，「外被ではなく，現実的

な商品一一貨幣関係でち：あ社会主義のもとにおける生産関係の一定の側面を
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　　　　　　ロあらわしている。」と断定する。この点は二経済学教科㌧｝∵等の通説におい

てバ，いJl・）ゆる「所有説」に主として依処していたことによって不明確であ

った。しかしながら，商品一貨幣関係は外批ではないという見目と矛盾する

　　　　　　　　　　イリ
ようなことを次のように述べている。

　「社ニミ主義旧生産ほfllli値の担い手上しての1：まざまな使川佃］値の均等化を

必要としないし，具体的労働を抽気的労働に導く必要はなくなっている」

と。この見解は後に述べるように「計画」の位置づ1ナに［㌘lllを与えている。

　『教程』では，上に述べたように矛盾した見解を示しながらも，現実に企

業が相対的に分離していることから出発して，商品’ヒ産については次のよう

に明確に述べている。

　「商品関係の最も単純な基本標識ik1つの手から他の5へのLLi産物の等価

補填の方法による移行であり」，しかも，その1等価楠填の関係が生産の拡

大または縮小の傾向を生みだす場合には，そこでの［泊品生産ほ．｛二質旧商品’k

　　　　の
産である」と。社会主義経済においては，このような商【W｛三産の本質がつら

ぬかれているという立場をとっている。そしてこの蘭品生産ほ，社会主義的

生産の計画的発展によって最終的には完全に絶滅これるのでちるが，それは

社会上義の生産関係の単．一一の体系を破壊するものでlkt：く，「商品閃係の

役割と地位とは」社会主義的関係の性格によってきめられることになってい

る。

　商品貨幣関係がホズラスチョートを規定するもので5るという見解は，

r経済学教科書」でも述べられていたのであって，特に新しい主張ではない。

ただし，上に述べたように，ソビエト国有企業を経済的に相（」的に分離して

いる「社会上義的商品生産者」として定義している。このような企業の位置

づけ1こ1：，ホズラスチョートの内容の規定にどのように関係しているかに後に

述べる。

　『教程二で述べられていたのと同じような理由から，スヒリドノワは，国
（“！

有企業を社会主義的な「集団的商品生産者」と定義している。
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　タトウールとプロトポポフば，「商品生産の条件のもとにおいて機能する

企業にSいてばいかなる原則がなければならないか？　明らかにそれは商品
1・〕，

生産の法則を反映したもの」でなければならないと述べ，佃々の工業企業に

「商品生産者として登場する。」として国有企業を，「商品生産者」として位

置づけている。　そのような「商品生産者が価値法則を考慮して効率的な経

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の営をおこなう方法は，商業計算（KOMMepqeCl〈Hi　pac・1（｝T）である」として

いる。社会主義企業は，価値法則の作用のみでほなく，計画的なつり合いの

とれた発展の法則の作用をも考慮せねばならないので，企業の「ホズラスチ
〔刃

ョートは社会主義的生産の条件のもとにおける商業計算である」と，ホズラ

スチョートを鏡定している。

　経済改革（1956年）実施以後，ソビエト企業は，「経営一ヒの自立性」をも

った，相対的に分離した「社会主義的商品生1≧ε者」であるという見解が多数
｛Ol

説になってきているように思われる。

　上で述べてきた3つの見解において共通していたことを整理すると次のよ

うになる。

　商品一貨幣関係とホズラスチョートとは密接な関係がある。そして，その

ようなっているのは，新しい制度でi．t，国有企業は，「社会主義的商品1ヒ産

者」になっているからである，と。

　しかしながら以下に述べるように，商品生産；7としての社会1議日有企業

の運営原則としてのホズラスチ：i一トについてに，必ずしも見解が・致して

いるわ1）でにない。

　きわめて概括的な分け方をするならば，ソビエト企業を同じように，社会

主義的商品生産者であるとか，または，経営上の自主性をもっている生産単

位である上，規定していても，企業の経済活動において，国家が発する行政

的な指令を，実際上は重視する考え方と，計画の範囲内でにあっても，企業

の「独立採算」の完全実施をまず第一に重要なものとみなす見解とが存在す

るe
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　三教程iでは，企業のホズラスチョートを次のように定義しているc

　「社会主義企業の生産が直接に社会的であるという性格と，その生産した

生産物が商品形態をとっていることと間の矛盾を解決するために，社会は，

単に企業における生産を計画するのみではなく，商品関係の形態と方法とを

調整する一一・定のノルマを制定し，企業でつくられた社会のための生産物の社

会と企業とへの配分を，また，企業内のこれまたはあの工場への分配をきめ

る。このようなノルマの存在が社会主義企業の運営の属性（aTPH6LyT）で；5

る。これを除いては，経済運営の形態は考えられないのであり，この形態は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コゆ
社会主義企業のホズラスチョートと呼ばれている二と。

　ソビエト企業の活動は完全に商晶生産の｝去則に依拠しているのではないの

であって，計画性と商品性という相矛盾しする2側面をもっているのであ

り，この矛盾を解決する「独〔］の様式」がホズラスチコートにおけるノルマ

であるという。この観点から，ホズラスチョートは，「商品生産」の存在す

るもとでの社会じ義企業における運営の客観的に必然的な形態としてあらわ

れたものであるということになっている。したがって，社会のための生産物

を，まず，企業の生産物から控除するためのノルマが第一・義的なものヒさ

れ，「計画課題の遂行」がホズラスチョートの前提ということになっている。

ここでは，企業のホズラスチョートは全面的に「計！画一に従属丁ることに

なっている。

　　　　　　　　　　　　　　　ロロ
　『教程二の著者達が述べて｛、　・るように，労坦にお：ナる社会的・経済的不平

等が残っているところから生ずる企業の相対的分離ぱ，社会ド義の段階でil

簡単になくすことができないし，労働における社会的・経済的不平等を解消

するために，「長い期間が必要であり，生産力」（準のいちじるしい⊥昇が必

要である」といっ社会E義の段階では，生産の計両的組織1ヒが第一・に亜要で

あるということは，基本的には正しい見解である。しかし，「計画」が何を

なしうるか，何をせねばならないかという点についてば，音者達の見河には

同意し得ない。
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　「教程』の著者達は「労働は直接的に社会的になっている一二いうこヒを

前提にして「計画」を生産関係における端初的な範疇として位［iこ1づけてい

た。著者達の「直接に社会的性格」とはどういう意味でちろうか。Kのよう

になっている。

　「社会的に通算されるであろう労働の量は，労働過程が終ってから最終的

に決定されるのであり，労働の社会的評価の過程は，計画作成の過程でほ完

　　　ゆ
了しない」のであるが，「社会主義社会の個々の労働者の労働は，労働週程

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぬに入る前に，社会的生産の体系の中に計画的にくみこまれている．と。

　社会主義社会では，「労働が直接に社会的になっている．ということをこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　バトのように独特に解釈をするのは著者達にのみとどまるものでぱない。

　社会主義社会における労働の不平等性が生産単位が経済上相対1自に分離し

ている原因であるという条件のもとで，「労働の社会的評価の過程」が労

働過程のあとでおこなわれる」場合であっても，「1固々人の労働が社会的生

産の体系の中に計画的にくみこまれている」ということが，「労働が直接に

社会的になっている」ことを意味するということになっている。そうである

ならば，「社会的分業がおこなわれている社会の労働は直接に社会的になっ

ている」という主張とあまりかわりがない，と考えざるを得ない。このよう

な意味で「労働が直接に社会的になってい引とするならば，そういう考え

方にもとつく，「ノルマ」はまた，あらかじめ「、日’画の体系の中にくみこま

れている」という場合の「ノルマ」は，「ちらかじめ」詳細であるほど良い

ということになりかねない。もちろん，諸：K一達も，企業の集団員のより高い

生産の達成に対して報償を与えるという物質的関心の原則の適用を予想して

いるのではあるが，この側面は，詳細なノルマ達成という前提がみたされて

からということになる。

　このように，企業の相対的分離とその原囚までを追求し，明らかにしなが

ら，『経済学教科書」における見解と同じように，企業は国家的所有のもと

にあるのだから，計画経済の有機的構成の・部分として，国家かろ字えられ
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る指令を必ず遂行できるものだと考えるにいたる原因はどこにあるのだろう

か。それは，相対的に分離をしている生産単位は，国家の利害とは相対的に

分離した生産者（労働者）の集団であるという側面を理解していないからで

ある。

　また，r教程』の著者達は，計画性と商品性とを対立したものとして把握

し，「長い間続くと予想される」労働の不平等にもとつく商品生産を計画に

よって除去しようと主張している。この見解においても，やはり，商品生産

者としての企業の分離が，相対的に自立した利害を共通にする集団という側

面によって規定されていることを理解していないことによって，計画がアプ

リオリに商品生産者の分離を克服できると考える，という誤った結論を導く

にいたっている。社会主義的商品生産者としての企業に今述べたような側面

がある場合には，計画はそのような商品生産を包摂して社会主義的生産を進

展させることによって，最終的に商品生産を克服するという方策こそがとら

れざるを得ないのである。そうは言っても，もちろん，社会主義経済は「交

換価値に関心があるのではなくて，社会の全成員の福祉を完全に保証するた

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　めの必要な生産物の総体に関心をもっている」のだから，社会主義的商品生

産の「段階」という新しい段階区分をする必要は全くない。しかし，国家

は，必要な生産物の構成部分をあらかじめ詳細に知っているわけではない

し，また必ずしも詳細に知っている必要もないのであって，ある条件のもと

では「自立的な生産者の集団」に，「交換価値」に対する関心を持たせて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆゆ
も，社会主義経済の統一性は破壊されないと考えることができる。

　ところで，社会主義経済において，経済管理は，国家，企業および労働者

の利害の調節をおこなわなければならないという見解が一般的になりつつあ
　ゆカ

る。もちろん，経済改革にいたる間に行われた，国家と企業との経済的関係

についての討論と，物質的刺激制度の強化策の実施とを反映したものと考え

ることができる。企業運営の原則としてのホズラスチョートの規定において

も，このことの反映をみることができる。たとえば，シイゴフは，「自己の活
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動の結果に対する物質的関心とそれに応じた物質的責任とがホズラスチ．｝一

　　　　　　　　　　　　　　ドリ
トの本質を形づくっており」，これを実現するための「不可欠の前提条件が，

　　　　　　　　　　　　　ゆ
独立採算性と収益性である」と述べている。シイゴフによると，企業の集団

員の物質的関心と物質的責任とがそれぞれ存Alしない場合に，独立採算性上

収益性とが実現したり，その逆の場合が，現実に㍑存在しているが、このよ

うなことは，個人，集団および全人民的な利害に矛盾が生じる場合におこる

ものであるとみなされ，彼のいう「ホズラスチョートの本質1三形．沢する前

提条件は，利占：を調整するということになっている。

　それでは，彼の見解においては，社会ヒ義社会にお1ナる利㍑：にどバように

調整されるのであろうか。

　　一生産壬段の社会的所有が完成している社会ド義社会で1‘こ、管理二れる者

（企業，集団員）と，管理する者（国家，政府）1：の利害　べ口｛こ的に，こ・致

　　　　　　　　　　　じゆ
している，E述べている。一一（）内は筆行

　上に述べたような「調整」に対する理解から，川1｝巨芭理の直接的・指令的

方法の特徴已，「生産手段に対する社会的所有の支配と全人民的所有の先導

　　　　　　　　　　　　　　ドニリ
的役割によって規定されている」という見解が導き出され、したがって完

た，「上級機関の直接的処理や命令は，詳細な経済的尉’算にもとついており，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ば経済法則の要求から出ているということほ周知のところでちる」という見解

が示されることになる。上に述べたように，シイゴフは，物質的関心E，物

質的責任の発揮と実現とをホズラスチニt－i・形成の本質と称してt、たのでち

る。しかし，その見解の基底には，川家の利害が行政的方法によって，Ivか

も「経済法則」にのっとって実現されろこ！1によって，1固人，および笑団の

利害も実現されているという前提が存在していた。経済的利害の調整を論ず

る場合には，ソ連では，何故に，「経済的奉］ユ吉：の問題」が’i三じてきたパを，

まず考えてみなければならない。筆者の知る限りでは，生1」；三者集団の利、㌧：が

実現されなかったことが，結果において国家の利益を実現させないことにな

ったのだと考えられる。国家の利害関係の実現を通じて個人またに’□垣㍗膓1
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団の奉1」否が，先験的に実現されるのであれば，そもそも，利害の調整・結合

の必要i・－1一最初から存在しないにずである。

　以上，ふたつの見解は，ホズラスチョートは商品一貨幣関係によって規定

されているとしているのだが，．ヒに述べたように，その見解におけるホズラ

スチョートは実質的にば中央計画に全面的に従属するべきものであるという

ことになっていた。以ヒの見解における「計画（一行政的指令）優先」の考

え方に，スビリドノワのホズラスチョートの定義に一層明確にあらわれてい

る。

　スビリドノワは，ホズラスチョート関係は商品一貨幣閃係によって規定さ

れるという見解にも，また，L級の管理の環では，計画性が作用するが，企

業や合同において1・’s商品一一・仕幣関係形態で，直接的な経営的摸1連が実現され

る，という見解にも反対している．

　「もしも，ホズラスチョートが商品　任幣関係によって規定されるのだと

すれば，市場が調整機関にならな：ナればならず，競争と価格変動のもとで，

投資政策を通じての計画の間接的｛乍戊目のもとで，経済が発展することにな

り，一・∴，客観的な法則の作川そこ考庖することにもとついて，指導的に経済

を形成・ナる計画作I」l／LirL，単なるjl．測になってしまう。別言すれば，社会主義

の優越性を利用しないことを意味する」と。

　生産関係の商品＝任幣的形態に，「企業や合同の計画ll勺，ホズラスチョー

　　　　　　　ゆト的運営の用具」であるという観点を阻いている。そしてこの見解において

も，「集団的および個人的利害はき［会全体の生産の発展の成功度合に依存し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　じぴ
ているということが，全人民的利害の優越性を規定している」ことになって

おり，その次に，「企業およびi［Fi［々の労働？liの利害を守ることによってのみ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ全人民的利害が客観的に保証されうる」という利害の実現の「秩序」を打ち

立てている，このような利害の実現の「秩序」に対する批判lkすでに本稿で

も述ぺたので省略する。

　ホズうスユ・・一トについての以ヒ述べた3つの見解は，企業の運営原則と
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しての示ズラスチョートを，実際には「計画一行政的指令」を優先するとい

う立場にたって規定しているものであった。次に，計画の範囲内でぱあって

も，企業のホズラスチョートは，できる限り経営・ヒのn立↑’｛三を発揮こせるも

のでなlLればならないという見解を検討する。

　周知のように，経済改革では，企業に対する行政的な細目指i＞　o）数を大巾

に減らし、それまでのように，計画の超過達成に対して物質的関心をもたせ

るということを止めた。企業は「単に計画の遂行のみに関心をもつのではな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぐめく，諸フ，ンドの形成指標およびより高い計画課題に関心をもつように」行

動するよ’1・に組織化しなければならないということになった。11．ノ’．ブーニ

ッチとiN・ブーニッチとの共同論文では，以ヒのような改革の∩的に合せ

て企業の経済活動を組織化するための具体的方法として，まず第・に独、’t：採

算（caMOOKnaeMoeTb）を徹底的におこなうべきであるとしている。この共

同論文でILこ「独立採鋪1：」は次のように規定されている。

　一独立採算のもとでに，企業の計算で，当座の支出および長期的な支1］｝を

　　　　　　　　　　　　　　　　　セわ
まかなって社会主義的拡大再生産を確保すること，ならびに「物質的責任を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ厳密に規定し，生産者の集団を規律し，刺激する」ことである，と。

　⊥の規定で注意すべきことは，企業の当座のq出のみでなく長期的な支川

も，企業が自分で計画をyることになったのであるとし，ホズラスチョート

に1ミ当然このことが含まれなければならないとしていることである。長別的

な支出の1・ll填の計算も企業がおこなうところから，企業㍑「市場を研究し，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　にりその発展を予測し，積極的に新しい製品をとり入れる」ことも研究しなけれ

ばならず，共同論文の考えるホズラスチョート㍑，「集団員が自分で総生産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ物ぱを計同し，労働者数，平均賃金，製品の細日，流動資金量を計画する」

というこころまでを含むことになる。このような独こノ採算の徹底的実現を日J

能ならしめた制度自勺諸条件は改革によって導入された，と共同論文は考えて

いるc

　以⊥いような独立採算の完全実施は，当然に，企業の対外的関係におけ
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る，すなわち，他の企業，楠給機関，販売機関等の活済辛n織等とと・㌻結ばれ

る諸関係においてもホズラスチョート的関係が存在しなければ有呂無実のこ

とになってしまう。これらのことも経済改革案で述べられていたここである

が，共同論文でほ，このような企業の対外的なづく平的関係および上≒：川幾関と

の垂直的な関係に企業が関係する諸機関，諸姫織をホズラスチ．1一ト灼に改

組するというこ三によって，徐々にではちるが展開しつつちる三い・；t巽望を
　　　　　　　　パコ

示していろ。

　タトウールヒプ1？トポポフとゐミ，ホズラスチn一トは，社三一ヒ義のもとに

おける「商業計算」である，と述べていたことほ旺に指摘した通：りでちる。

　ブーニッチ等の共同論文および，タトウール，プロトポポフ等の見解にお

いては，ホズラスチコートの諸原則の中で中心！こなるべきもの，中軸となる

べきものit，「企業の徹底した独．N’，1採算」であった。　もちろん，祈制度のも

とにおいても，．ヒな！D）rl品目，生恒1畠！i蹄の法隼，賃金総紙ミ中「kLからの

計画指標としてきめられている。しかし，その範田ではちっても、1≧☆を単位

とする等価補填の安全な実施ということを「独l！：採算の完全実施・．∵目指し

て｝、・る。従って，「集中的な計画i：・　lj指導とドか三，のイニシァ手ブの発展のた

めの条件とを結びつける．」のがホズラスチョーi・であるとい・J点で，：’計画

（一行政的指令）」優先説と，「完全独、1（1採算二優先説と1．こ一・：・己泊違がないよ

うに見えても，「国民経済の必要なつ：り合1いを維行するに際して、　iEiYtの権

利をより．・灼卜分に椎保」するという点で両説には大きなち1バいがちる。す

でに見てきたように，こσ）ちがいば，社会．ヒ義企莱を「相対的1こ日立的な，

共通の利害関係をもっている労働昔の集団でちる」と考えるか，恒なる「相

対的に分離した商品生産；そ」こ杉えるかという企業範疇の規定に深く関係し

ている。　L：らに，両説のちがいは，「完全ホズラスチョート．．三いう呪念の

規定においてより明llil；に示されることになる。

注fl：｜，②　〔5〕p．386

　　　．3ノ，　／4）　〔5〕　p．258



，，5）　〔6〕　p．20

i，6），　（7），　（8）　〔7〕　p．74

ソ連における企業の合同1ヒとホズラスチョート「2　　185

tg）　〔8〕　p．53，　〔9〕　p．44　「等

t10）　〔5〕　p．387

Lll）　〔5〕　p．272

U2），　〔13）　　〔5〕　p．274

姐　拙稿「ソ連邦における国有企業についての一・考察」，三立教径済学論叢二第3号

　p．20のバーヂェルに対する批判参照

（15）　〔5〕　p．279

鳴　〔10〕，〔1ユ〕

117）　　〔12〕　p．321

1．18），　（19）　　〔13〕　p．52

12〔》，　（21），　｛21　　〔13〕　p．54

（P3、　（24）　　〔6〕　p．22

（25），　（26）　　〔6〕　p．25

‘こ力，　｛2魯，　｛2功，　1’30）　　〔14〕　p．143

‘：｝1）　〔14〕　p．147

（3）

　経済改革の実施後，「完全ホズラスチョー1・（nonHblth　xo3pacqeT）「を企

業の運営原則とすべきであるという主張が多数見られるようにな：〕，経済管

理論の分野でに，特に，その主張が多く見られる。以下に見るように，今ま

でのところ，完全ホズラスチョートについての共通した定義が存在していな

い。ここでぱ，（2）で分類をしたホズラスチョートについての諸見解のそれ

ぞれが，完全ホズラスチョートをどのように規定し，また，評価しているか

について考察する。

　「政治経済学教程』でに，完全ホズラスチョートぱ，経済改革実施後の企

業のホズラスチョートのことを指している，と理解している。三教程：の著

者たちのいう完全ホズラスチョートの標識はご有償フォンド制二である。

「無償フォンド制」のもとにおける企業のホズラスチョートは，著者たちに
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よって」不十分なホズラスチョート（Heno刀HH口xo3pacqεT）」とよばれてい

る。不十分なホズラスチョートの時には，社会のために企業においてつくら

れた生産物に対する，国家と企業との関係は「非商品的形態」であったが，

有償フーiンド制度のもとでは，その関係に「商品形態」になったし，そのこ

とによって，新しい制度は完全ホズラスチョートに移行したという見解でち

る。次のように述べている。

　「完全ホズラスチョートと二，第一に，基本投資の集中的フ，iンドの所有

者としての国家が，商品関係を通してフォンド保持者としての個々の社会主

義企業をコントロールすることを意味している。第二に已，フー］ンド使用料

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くり
は，利潤から支払われることを意味している。」

　しかし，r教程」では，国家と企業．との関係の全体が，「商品関係の路線」

に移行するのでぱない，ということを強調している。つまり，生産手段の相

当部分が，「商品関係一によって配分されるのだが，それ以一ヒに商品関係が

進むことはない，という理解である。ここでは，「商品関係｝とホズラスチ

ョートとの関係についての一般論は，繰り返さない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
　「基本投資に関する相当部分がホズラスチョートの路線に移る」という見

解と，「商品関係を通してフ寸ンド保持者としての個々企業をコントロール

する」という見解との相互の間にに論理的矛盾はない。しかも，国家と企業

との関係は，全体的にであれ，部分的にであれ，商品関係でばないと，著者

たちが強調しなければならないのは，国家は計画の主体であり，「商品関係」

を通して企業をコントロールはするが，商品生産者としての社会主義企業と

同列ではないという見解が基底にあるからであろう。計画の主体としての国

家と，具体的に各企業に生産手段を配分する機関としての国家の機能（政府

の省，局）とを区別して考える必要があり，そのように区別する必要が「省

の五任体制の強化」として解決すべき問題となっているのではなかったか。

　いずれにせよ，r教程』の著者達は，完全ホズラスチョートを殆ど，フォ

ンド有償制にだけ限定している。各社会主義企業における等価補填の実現，

L＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿一
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他の生産単位との関係，および上級機関，補給機関との関係における，等価

関係の貫徹を「完全ホズラスチョート」は意味しているのでないことはたし

かである。「ホズラスチョート的企業が，拡大再生産をしたり，しなかった

　　　　　　　ゆ
りすることはない」という，著者達の見解がこのことを示している。

　スピリドノワは，「完全ホズラスチョートは，企業および合同における社

会主義的拡大再生産の形態である」と述べているが，その「完全ホズラスチ

ョート．は，計画1乍成の完全化によって，その導入の「条件」がつくりださ

　　　　　の
れるのでちる，と言う。この場合，「計画の完全化」とは何を指すのかが明

らかにされなければならないが，（2）のところで述べた彼女のホズラスチョ

ー トおよび計画についての見解から推論すれば，容易に「計画の完全化」が

遂行されそうもないことだけはたしかである。

　経済改革の提案の中でも述べられていたように，生産企業だけが物質的五

任，物質的関心を独自に組織することは不可能である。企業の外に対する関

係，すなわち，企業と他の企業との関係，企業と補給機関，販売機関との関

係という，いわば，「水平的」な関係においても，また，企業と上級機関，

企業と計画機関との関係という，いわば「垂直的」な関係においても，ホズ

ラスチョート的関係が貫徹されなけれぱ，企業をホズラスチョート的に「完

全」に運営することは不可能である。

　ブリヤフマンは，社会主義所有の範囲内において，「社会主義国家，生産

一 経済的合同および企業の経済関係」が，「企業と合同との経済的自立性に

基礎」をおいて，また，「企業や合同の活動成果の価値形態における比較，

経済的循環における補填および等価関係，完全な独立採算と収益性」とに基

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に　
礎をおいていることを「完全ホズラスチョート」であると定義している。さ

らに，彼に，「完全ホズラスチョートというカテゴリー」は，生産一一経済的

合同についてあてはまるものであると理解している。その場合の「合同1　1ま

主として，グラフクとその管轄下の全企業からなるものを考えている。従っ

て，ブリヤフマンの説における，完全ホズラスチョートとは，補給・販売機
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　関等との水平的関係におけるホズラスチョート的関係の維持とともに，製品
，

　部門別の企業の合同体を単位として，経済的自主性が確立され，等価補填が

　実現されることをその内容とするものである。このような内容を現実のもの

　とするためには，科学の「直接的生産力」への転化，つまり技術進歩，およ

　びそのための支出に対する等価補填をもまた製品部門ごとにおこなうという

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　イの
　広範囲にわたる経済的計算をも部門の責任上すべきであると言う。

　　企業の合同体，またはひとつの製品部門全体がホズラスチョートに徹底し

　て運営されるべきだとする見解，そして，祈制度のもとにロ：lrる徹底したホ

　ズラスチョートが完全ホズラスチョートでちるとする見解は一独｛’：　i・采算優先

　説一に共通している。タトウールとプロトポポフに次のように述へている。

　　「合同によって独自の流通資金が利用されるということ，k，その剃、乞が他

　とは別の資金をもつ経済川織であり，その合理的な利用にc1して責任負って

　いるだけでなく，その再生産に対しても，技術的進歩と，よi」”．．一・層の生産の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
拡大にktしても責任を負っていることを意味している」と，そして，このよ

　うな合同が，「経済的に分離された商品上産者として」萄品ほ幣関係ぺの㌻
　　　　　　　　　イの
　加者となるのである，と。

　　ここでは，合同の形態が必ずしも，ブリヤフマンが述べたの三同じものを

　指してはいない。　しかし，ともかく，企業が合同して，はじめて一独立採

　算」の単位となりうるし，そのような単位にしてはじめて一渡品’；三権者」で

　あ：りうるということになっている。

　　以L，ホズラスチョート原則の適用の上での「計画（一一指てわ優先説一と

「独立採算性優先説」とにおいて，完全ホズラスチョートの内容規定につい

　てのちがいを，簡単に考察してきた。注日アベきことは，以1：述べてきたと

　ころから明らかなように，「独立採算性優先説」では，独立採算∪）・1『（底的な

　実行を軸とするホズラスチョートは，企業の合同化，ちるいは，翌品部門別

　グラフクとその管轄下の全企業の，つまリニひとつとの製品部門全体の「独

立採算性」の確立を目指していることでちる。ひ二つの部門全体三しての
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「独立採算性」とはどのような意味をもつものであるかについては後に述べ

る。

　ところで．完全ホズラスチョートというカテゴリーは，経済管理制度の変

遷の上でどのように理解されているのであろうか。

　ホズラスチョートを社会主義の条件のもとにおける商業計算であると規定

したタトウールとプロトポポフは，ソビエト経済の歴史の上で，かっては，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの完全ホスラスチ三一トが存在した，と指摘している。彼等によると，1920年

代のはじめに，トラストが生産管理の基本的環であった時には，トラスト

は，「工業企業のみではなく，設計・建設部をもっており，当時のホズラス

チョート1て非常に完全なものであった」，だが，その後，周知のように，企

業はトラストからきりはなされて「制限されたホズラスチョート」の時期が

続いた，：いうことになっている。

　ブリヤフマンも同じように，1921年～1923年にトラスト，シンジケート

が「独立採算一の原則にもとついて運営されていたことを指摘し，したがっ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しミのてこの時期ik，7完全ホズラスチョートの誕生の時代であった」と述べてい

る。彼によると，その後，192g年～1932年に，科学・技術・設計部，販売

組織が企業から切1）はなされ，ホズラスチョート的関係が，企業と所属上級

横関との関係，供給，設計の各機関との関係の分野でも作用しなくなり，行

政的方法による管理が強化され，企業の集団員の経済活動も制限されるよう

になった．ということになっている。

　上述のふたつの見解によると，完全ホズラスチョートは，1920年代の初期

には，販売機関をもそなえたシンジケートや，トラストの運用原則として現

実に存在していたが，その後，企業単位の「制限されたホズラスチョート」

に活動範田を狭ばめられてしまった，ということになる。現時点ではホズラ

スチ三一トの徹底強化が必要なのだが，過去のある時期に存在していた，

「完全六ズラスチョート」はそれが運営される管理形態を現在とにことにし

ていた，そこで，管理形態を「過去一に存flEしていたものに近づければ，ホ
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ズラスチョートの徹底強化は可能であろう（明確にはこのように述べてはい

ないが，そこでのそれぞれの叙述全休はそのような意味にしか解せない）と

いうのであれば，いずれも，きわめて非歴史的理解というほかはない。

　一方，『教程』によれば，社会主義への移行期にホズラスチョートを導入

した時には，生産用具の節約の問題はあまり重要ではなく，その時のフ｝ン

ドは，「商品原則」に依って，国家と企業とによって取り扱われてきたが，

社会一ii義的ウクラードが発展するのに見合った方法として無償フ’，’ンド制度

が一般化した。現代の条件のもとにおいては，生産施設が膨大化し，固定フ

，1ンドの利用の改善は社会的生産の効率を上昇させる最も重要な要素のひと

つとなったのでフォンド有償制がとり入れられ，そのことによって「ホズラ

スチョート発展の新しい段階」が登場したのであると。

　上でみたように，『教程』の説明の方が，幾分か非歴史的で（こなくなって

いる。ホズラスチョートが経済発展の各時期によって果すべき役割を変えて

きているのだという視点は，先に述べたふたつの見解とltことなり，正しい

と考えられる。ただし，ビ教程』の著者達のように，ソビエト経済の当初，

節約に重要性がなかったというものではない。過波期においてでちれ，建設

期においてであれ，およそ商品生産にとって，節約とか効率性という問題は

本来的に存在していたのであり，当初は「節約すべき物一をどのようにし

て生産するかということがより重要性をもっていたのにすぎない，すでに5

きらかなように，無償フ］ンド制から有償フォンド制への移ii’lt，’il産手段

もまた社会主義的商品であることを制度上も確認したことを意味している。

法律制度の上で，生産手段が商品としての取り扱われていなかったことが，

社会的生産の効率の上昇を阻害していたのである。フ．］ンドr∫債制の導入に

よって，ホズラスチョート原則の完全適用が可能となる条件が整備されたの

であって，ブリヤフマンが言うような，完全ホズラスチョーi・（1920年代初

期の）一制限されたホズラスチョートー完全ホズラスチョートニいう変

遷が，「ホズラスチョートの弁証法的発展」上いったものではもちろんない
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が，また「教程』のように，有償フー1・ンド制以後を一ホズラスチョート発展

の新しい段階」などと規定することもできない。

　ネップの時期における，混合経済制度のもとにお：ナる国有部門の管理形態

におけるホズラスチョート的運営と，現代の社会主義経済において機能しな

ければならない運営原則とを機械的に並列することは，ネップ期以後の経済

管理制度の変遷の必然性と，経済管理・計画制度実施過程における試行錯誤

と，それの理論的な総括としての経済改革が解決しようとした諸問題とを極

端に単純化することになる。一方，『教程」におけるホズラスチョートの歴

史的位置づけでは，ホズラスチョート原則とかっていわれていた企業の運営

原則の機能（形式的な独立採算と企業および部門ごとの等価補填の実質上の

無視等）についての理論的検討を拒否することになっている。

　ホズラスチョートの簡単な歴史上の位置づけについての上述の諸見解に

は，高度に発達し，複雑な生産構造をもっている現段階の社会主義工業にお

いて，社会主義的分配原則の実現，生産の専門化の進展とその組織化等を同

時におこなわなければならない経済管理組織を体系化するに際して一定の誤

りをもちこむ危険性を含んでいる。

注（1），〔2），（3）〔5〕p．460

　　　（4）　〔6〕　p．27

　　　（5）　〔15〕　p．46

　　　（6）　〔15〕　p．51

　　　（7），　（8）　〔7〕　p．115

　　　（9）　〔7〕　p．106

　　　q①　　〔15〕　p．44

　　　（11）　〔5〕　p．459

（4）

　前稿でも述べたように，いくつかの全連邦的工業省，および，共和国工業

省において，工業省全体がホズラスチョート的に運営されている。そして，
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いずれの場合も，完全ホズラスチコートで運営されることが予定されてい

た。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
　器具・オートメーシコン・制御装置製作省の大臣ルウドネフの報告にもと

ついて，ド”］のホズラスチョート的運営について考察しよう。

　1970年の中頃，政府の決定に応じて，この工業省のすべての企業と組織と

が工㌣経済的已合体とLて，二実験的方法」で，計画作成と融資の新制度に

移行した。まず，5ケ年計画にもとつく，省に対する年次計画は，政府によ

って，次の項目について承認される。すなわち，生産物の種類別の生産課題，

固定フーt・ンドの稼働の課題，生産と基本建設と科学研究活動とを碓保する

ための国民経済計画の各項目ごとの資け・機械・資源供給呈についての課

題，利洞の国庫への納入課題。残りの年次計画指標は省が独自に，若干のも

のは，ゴスプランの承認のもとに，省が承認することになった。国家から与

えられた省に対する課題を果すための，細部については，省が，独自に計画

をたて，傘下企業に遂行させる。部凹（省）から国庫への納入が第一に重要

なものと考えられ，省のホズラスチョート的運営の第一の原則と考えられ，

この点については，計画原則が厳守されていることになっている。

　部門全体の活動の当座の費用のみでなく，基木投資，科学，技術研究活動

の費用も合む拡大再生産の費用は，利潤と減価償却フォ・ンド等の独自の財源

によって補填し，財政資金は一切使川しない。銀行融資も必ずしも当年度末

使用のものは永久に融資を受けられないのではなく，末使用分については次

年度においてもその資金を利用できることになった。このようにして，部凹

を単位とする生産費支出の補填と独立採算，財政的独立性の確立が，省ホズ

ラスチョートの内容になっている。この省では，13あったグラフクは11の

企業合同体に改組されていて，各企業合同体が損失企業をもっていると，そ

の企業合同体の，また，その省の財政状態に直接反映する仕組みになってい

る（ただし，部門の技術学校とか幼稚園，託児所の施設運営・維持の費用は

従来通り国庫支出で行う体制を保持している）。



　　　　　　　　　　　ソ連における企業の合同化とホズラスチョート〔2｝　　193

　このようにして，「単一の工業経済的総合体」としての省は，計画作成と

融資の管理の分野において，所属企業と組織とに対する，組減一ヒおよび，経

済一Lの指導の水準をたかめることができるようになっている。このように省

を1ぴ｝：とするホズラスチョート原則も「完全な独立採算と収益性，経営一ヒの

自立性，経済的・物質的閃心の確保，経済・ヒの責任，ルーブルによる統制の

遂行」をその基本としている，と総括ごれている。

　以ヒのルウドネフの報告の整理からも主こ三かなように，省のホズラスチ

ョートは，グラフクとその管轄下企業の合同1杓ヒを溝・」又一ヒ基礎としている。

したがって，製品部門別の企業合同体の独、1ノ：採算性の確保，等価補填の実現

が，省のホズラスチコート運営の中心となる。もちろん，ルウドネフも述べ

ている通り，（この省にあっては，特に五視されるであろうが）科学・技術

研究の費几の寵填も，従って研究・開発の五任も省が負うことになる。これ

は当然に，科学技術［’1勺研究弔膣が国民経汚栓体の要求および一般住LCの

（消費生活上の）要求に即応させるための制度でちる。研究・開発費用が技

術の追歩にともなって増大する傾lll」にあるのですくなくとも応用研究・開発

の費用までも5，めて支川の補填をしなければ，部門を単位とした独立採算ほ

形式的になってしまうし，新製品の開発等に対する物質的刺激を弱めること

になろう。

　ともかくも企業のホズラスチョートと省のホズラスチョートおよび製品部・

門のホズラスチョートとは各々の運営単位における運営原則としては基本的

には同じであることをみてきた（企業経済論者カメニッツェルは，これらは

カテゴリーとしてことなるのだから卿惣こ区別すべきであξ｝と主張してし、る

が，運用単位を異にすることによってれれそれに実際上のちがいはあるだろ

うが，今までみてきたように，基本原則としては同じ内容となっている）。

　それでは，企業のホズラスチョートと部門のホズラスチョートとはどのよ

うな関係になるのであろうか。これについての明確な論述が見当らない。

　すでに述べてきたように，企業単位での価仙補填と独立採算が，現在の企
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業においては，集団員の労働に応じた分配原則を実現するのに必要な条件で

あるとするならば，部門単位でのホズラスチョート運営は，企業のホズラス

チョート運営を基礎としたものでな：ナればならない。あるいは，言い方を変

えて，企業のホズラスチョート的運営を保証するものとしての部門のホズラ

スチョートでなければならない。その部門に対して課せられた計画諸課題の

達成に際しても，もちろん企業のホズラスチョートを徹底して実現すること

が，保証されていなければ，部門のホズラスチコートにグラフクの管理費川

を管轄下各企業に負担させるということに終ってしまう，企業にとっては外

部的条件がホズラスチョート的になった，ということはできない。

　合同形態が推進された際に主張された見解で㍑，企業が単．一でikホズラス

チョート的に運営が不日∫能かまたは不十分であるからということであった。

部門を単位として，itじめて価値補川が吋能であるからといって，構成企業

の価値縮填を車養視するのであれば旧制度における行政的な指導ノガ」iとことな

らなくなってしまう。社会主義的ld民経済が剰余価値の一定部分を集中的に

（川家によって）把握していなければならないことは，計画経済制度をとっ

ている以一ヒ当然のことでちる。しかしながらその剰余価値は，さまざまな生

産諸条A：の企巣によってつくり出ミれたものでちり，｛［確に計算されなけれ

ばならないことltもちろんのこと，社会主義的分配原工11」の実現および，物質

的刺激制度を実施するためにぱ，その・・一定部分ばやは1），それが獲得され

た，さまざまな生産諸条件の；（・：についての情報を得ている各部凹に責任をも

たせて，それを運用こせることが必要であ1），そのことが科学，技術の生産

力への転化の場合の費川をも，独1．，1採算的に川1填4ーべきであるということに

なっているものと思われる。部門を商品生1主1了として，または省全体を商品

生産㌃として位置づ：ノるべきで5るとの見解二前に紹介した。　しかしなが

ら，部門が商品生産者’　（社会」三義的な）であるとぼい得るためには，技術的

・ 空間的に分離している1固々の生産単位の間への生産諸条件の分配が経済的

にみて’ド等におこなわれているという状態になっていなければならない。す
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くなくとも，現段階のソビエト工業においては一般的に已そのような状態に

はなっていない。部門を単位とするホズラスチョート運営がそのような状態

を早くもたらす条件をつくりだすのに役、り1つと言い得るだけである。

　製品部門別の合同体は現状のように生産諸条件によって，生産力が格差づ

けられている場合にけ，価格決定の要素である原価についての情報を計画機

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
関が収集する場合に重要な環としての役割をはたすことになろう。しかし，

その機能を従来のように行政機関としてグラフクが果すことになると，ホズ

ラスチョート的な意味で正確な情報が得られない。従って，生産単位の状況

に応じた生産計画も，価格決定も不完全にしか行ない得ない。こういう状況

を克服するためにも，部門がホズラスチョート的に運営されるべきであろ

う。

　以上，部凹のホズラスチョート的運営について述べたことに，すべての部

門について，一般的に言われてきたことであるし，また，一般的に妥当する

ものと考えられる。

　前稿の第1・第2・第7表でみたように，企業の合同化（2　3以・ヒの企

業のさまざまな度合における結合形態）および共和国工業省の合同体への転

化は，これもまた，ホズラスチョートの強化，生産の専門化・効率の上昇の

ためであるといわれていた。また，それらの事例では，統計的にも，軽工業

・ 食品工業における合同化の推進が目立っていた。経済改革実施後は，財政

的な結合よりも，生産の専門化，集中化に重点がおかれているようにも見え

るが，いずれにしても，ホズラスチョート強化を本来的にLI的としていたと

考えられる。業種の状況により，また地域によって，合同体の型はちがって

いたが，新制度のもとにおいて採算のとれる単位の形成を目指したものであ

った。このような傾向が何故に軽工業・食品工業等の部門で顕著であるの

かを考えよう。筆者㍑，実験弼列としてあげられた，共和国工業省の7トズ

ラスチョート的合同体化已，一般的な2～3の企業の合同イヒと実質的には，
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規模・機能の点で同じであると考えており，むしろ，両者‘ζ共通する産業部

門に注目すべきだと思う。つまり，これらの食品および軽工業部門は，経済

改革に際して指摘された諸欠陥，すなわち，不十分な科学研究，開発研究，

．良質でない消費物資とその滞貨，それを放置していた官僚的・行政的指導等

が，著しくあらわれていた部門であった。行政的・集権的指導に欠陥がある

ことが一般にいわれているのであるから，これに代るに，強い経営体，自立

できる経営体が，特に必要とされる部門であった。したがって，この部門で

生産’経営の集中強化が実験的にもせよおこなわれざるを得なかった。その

際に，企業ないしは企業合同をホズラスチョート的に確実な経営体にするこ

とを軸として部門の強化がおしすすめられることになった。しかし，生産単

位のホズラスチョート的な運営の強化は，軽工業・食品工業部門のみが解決

をせまられていた問題ではなかったので，物質的生産の全部門および流通部

門においても，その実験の成果をとり入れようとしているわけである。

　たとえば，前稿で述べた（本誌第5巻第3号拙稿P．186）部門別管理制度

の非効率さも，上から命令するのではなく，企業が採算に合わなければ，遠

距離輸送によるコストを原価に加えることを止めて他の方法を採らざるを得

なくなる。その場合の企業の行動がきわめて集権的に規制されて，「需要者」

をさがし出すことが「市場経済的」行為であるとして統制されるのであれ

ば，非効率な活動が続くことになろう。このように国民経済的にみて非効率

な行動は，企業にとっても部門にとっても非効率であることを「独立採算」

を追求させることによって確認し，改善することは，すべての経済活動にと

って必要なことであろう。

　労働に応じた分配の原則の完全な実現が，物質的刺激一般の強化策と相な

らんでおこなわれる場合には，当然に，働き手の支出労働量に対する量的配

分の比例関係の単なる維持のみではなく，配分の量的増大が「刺激」として

強化されなければならない。このことは，特に，食品，軽工業の部門のよう

な第皿部門の企業において，経営の強化を一段と強く要求することになる。
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しかも，この物質的刺激の強化策は，国民経済の両部門において実施される

とはいえ，第皿部llqについて：・：，各部門の働き手の増加した所得に対して直

接生産物を供給するという役割を荷なっている。経済改革以来，懸案になっ

ている物質的刺激策の実質的な保証をするという課題への取り込みの中に，

第皿部門における企業の合同化の推進を位置づけることができよう。

　その所属する部門のいかんを問わず，企業が独立採算を完全に実施する，

独自的な経営体であるということ＝計画の作成に一定の相互的影響を己えな

し、ilつ1ナ！こ（まし、カ、なし、。

　かつて，形式的にで≡あれ物質的刺激制度が1一分に組織されていたのは，

重工業部門であったといわれていたし，また，計画日標は最初からこの部門

で達成され，超過達成されてきた。もちろん，工業投資に関するこれまでの
　　の
統計も重工業優先策を明示している。

　すでに，繰り返し語られているように，ソ連経済は，蓄積率の高いことが

特色でちったし，六た，常に第1部門の成長率が，第皿部門の成長率よりも

高かった。このことは，社会主義経済の「法則」として，「理論化」されてい
くの

た。これらの「理論」と蓄積方針は，周知のように，急速な重工業化をもた

らした。このようなifi工業1ヒはソ連のおかれた歴史的特殊性に規定されてい

た。従来の管理f矧；］≡，そのような強蓄積，百工業部凹への優先投資という

蓄積政策と産閣蒐造政策に規定されたものであった。それにふさわしい経済

運営の方法が，行政的・集権的方法であったということもできる（部門別管

理であれ，地域別管理であれ）。

　ホズラスチョート原則を企業においても，合同においても，また，部門に

おいても運営原則とすることになれば，蓄積政策や蓄積方針に一定の影響を

　　　　　　　　　　　ゆ与えないわけにはいかない。

　社会主義経済においては，「法川」としての第1部門の優先的発艮という

「理論」が，実践的面でも長い間既定のこととして適川されてきたかに思わ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆれるが，そのことに対する有効な批判にすでにおこなわれている。筆者は，
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この批判は基本的には正しいものと考えている。計画経済制度では，）Vl然に

蓄積も計画的におこなわれる。しかし，何のための蓄積であり，何のための

計画課題の達成であるのかということを考えてみると，資木主義社会とにこ

となり，社会の成員のより一層の生活の充足であったはずである。分配に関

していえば，社会主義の段階では，労働に応じた分配原則が実現されなけれ

ばならない。生産諸条件の分配に尤があるが故に，共通した利害をもってい

る生産者の集団である企業が，計画課題を達成するに際してとられる前述の

ホズラスチョート原則は，管理制度の改変にあたって絶えず立ち帰らなけれ

ばならない出発点である。

　最近いわれている「発達した社会主義の段階」という言葉を空虚にしない

ためには，まず，科学的に基礎づけられた，社会主義的な産業構造政策にも

とついた産業組織計画が打ちたてられ，そのもとで，経済管理組織が確、’tlさ

れることが必要である，と思われる。　　　　　（昭和47年9．月10日稿）

妻主　　（1）　　〔16〕，　〔17〕

　　（2）〔18〕p．241，〔5〕p．460においても同じ見解がみられる。

　C3）フユドレンコによれば，管理組織の改善によって，中央機関が必要とする情報

　　のみを収集することが容易となり，計画機関は「適正な計画」の1］i成を専念でき

　　　るようになる。〔19〕pp．62～63，〔20〕pp．102～103．〔21〕p．335

　　（4）1929年から1970年にいたる目に総資額中，重工業部llllには第3次5ケ午覚川期

　　の28．8％と1968年の29．7％を除いては常に30％以上が投資されていたし，一

　　　方，軽ll業部門は7％」以上投資されたことはなかった。〔22〕p．482

　　　（5）　〔1〕　p．159

　（6）今までのところ未処分刺余を部門に残す方針はとられていない。〔17〕

　　　（7）　〔23〕，　〔24〕　p．92
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